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(57)【要約】
【課題】建物の壁面に固着具等の打ち込みを行なう必要
が無く、片流れ屋根における棟部の施工性を向上するこ
とができる、棟受け金具及びこの棟受け金具を成形する
ための棟受け金具用板材を提供する。
【解決手段】片流れ屋根の棟部に設けられる、棟包２２
を固定するための棟受け金具に関する。棟部に設けられ
た際、棟包２２を支持する支持片３と、前記支持片３の
棟側端縁側から下方に突出する第一脚２と、前記支持片
３の軒側端縁側から下方に突出する第二脚４と、前記第
一脚２の下端から軒側に向かう方向に突出する第一固定
片１と、前記第二脚４の下端から屋根面に沿う方向に突
出する第二固定片５とを備える。
【選択図】図１



(2) JP 2010-281136 A 2010.12.16

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　片流れ屋根の棟部に設けられる、棟包を固定するための棟受け金具であって、棟部に設
けられた際、棟包を支持する支持片と、前記支持片の棟側端縁側から下方に突出する第一
脚と、前記支持片の軒側端縁側から下方に突出する第二脚と、前記第一脚の下端から軒側
に向かう方向に突出する第一固定片と、前記第二脚の下端から屋根面に沿う方向に突出す
る第二固定片とを備えることを特徴とする棟受け金具。
【請求項２】
　前記第一固定片が、平面視で支持片より外側に突出する固定部を有することを特徴とす
る請求項１に記載の棟受け金具。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の棟受け金具を成形するための板材であって、その一端から他端
に亘って第一固定片形成部、第一脚形成部、支持片形成部、第二脚形成部および第二固定
片形成部がこの順に形成され、前記第一固定片形成部と第一脚形成部、第一脚形成部と支
持片形成部、支持片形成部と第二脚形成部及び第二脚形成部と第二固定片形成部の間のう
ち少なくともいずれかに折り曲げ位置用目印を有することを特徴とする棟受け金具成形用
板材。
【請求項４】
　前記折り曲げ位置用目印が、前記第一脚形成部と支持片形成部、支持片形成部と第二脚
形成部及び第二脚形成部と第二固定片形成部の間においてそれぞれ複数設けられており、
屋根勾配に応じて折り曲げ位置用目印を選択可能とすることを特徴とする請求項３に記載
の棟受け金具成形用板材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、片流れ屋根の棟包を固定するための棟受け金具及びこの棟受け金具を成形す
るための棟受け金具成形用板材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　住宅の屋根の頂部となる棟部の施工法では、漆喰やモルタルを用いて瓦を葺くこれまで
の湿式工法に代わって、棟や隅棟の棟木を留めつける棟受け金具を用いて施工を行なう乾
式工法が近年主流になってきている。そして、このような棟受け金具においては多種多様
な金具が提案されている（例えば特許文献１～４）。
【０００３】
　図４は従来の棟受け金具による屋根の棟部の施工例を示すものである。垂木１７によっ
て野地板１８が支持されることによって屋根下地が形成されている。また、棟受け金具２
６は下部に屋根の傾斜に沿って両側に突出する固定片３０を備え、上部に棟木３８を支持
する支持部３１を備えている。この屋根下地の棟部において、野地板１８の上に固定片３
０をネジや釘等の固着具３７で固定すると共に、支持部３１に棟木３８を固着具２７で固
定する。そして、棟包２８を固着具２９で前記棟木３８に固定することによって、屋根の
棟部の施工を行なっている。
【０００４】
　ところで、屋根構造の一つに、一つの外壁の頂部に棟を形成してこの棟から一方向にの
み勾配を有する屋根を形成した片流れ屋根がある。そして、上記のような従来技術を片流
れ屋根に適用する場合には、図５に示すように片側の固定片３０を建物の壁面２１に固着
具等で固定することになる。しかしながら、屋根施工の際には、壁面２１に固着具で固定
片３０を固定することが困難な場合がある。例えば、屋根施工と壁施工は、それぞれ専門
の作業者により別途に行なわれるものであり、壁施工が完了してしまってからでは上述の
ように壁面２１に固着具を打ち付けることが困難になる。このため、固定片３０の壁面２
１への固定は好ましくない。このように従来技術では片流れ屋根への取り付けが難しいと
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いった問題があった。
【０００５】
　そこで、従来、片流れ屋根においては、図６のように桟木３２を積み上げて高さ調整を
行うことで棟部の施工が行なわれている。屋根の野地板１８の上に屋根材１９が設置され
ると共に、棟部に桟木３２が積み上げられて固定されている。この積み上げられた桟木３
２のうち、最も上の桟木３２の上面に棟包３３を固着具２９で固定することによって、片
流れ屋根の棟部の施工が行なわれる。尚、符号３４は破風板、符号３５は化粧破風、符号
３６は破風カバーである。
【０００６】
　しかしながら、この場合、高さ調整を桟木３２の積み上げによって行なっているため施
工性が悪い。また、野地板１８の直上に設けられる桟木３２の底面の傾斜を屋根の勾配に
合わせて変化させる必要があるため、一種類の桟木３２で屋根の勾配に対応することが困
難であるといった問題があった。
【０００７】
　以上のように、片流れ屋根の棟部の施工においては、従来技術を適用することが難しく
、また、桟木３２を積み上げて行なう場合には高さ調整が煩雑であって施工性が悪くなる
と共に、屋根の勾配に対応することが難しいといった問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０００－１４５０２６公報
【特許文献２】実開平６－４７４３９号公報
【特許文献３】特開２００５－２２６３０６公報
【特許文献４】特開２００３－４１７１４公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は上記の点に鑑みてなされたものであり、建物の壁面に固着具等の打ち込みを行
なう必要が無く、片流れ屋根における棟部の施工性を向上することができる、棟受け金具
及びこの棟受け金具を成形するための棟受け金具成形用板材を提供することを目的とする
ものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る棟受け金具は、片流れ屋根の棟部に設けられる、棟包２２を固定するため
の棟受け金具であって、棟部に設けられた際、棟包２２を支持する支持片３と、前記支持
片３の棟側端縁側から下方に突出する第一脚２と、前記支持片３の軒側端縁側から下方に
突出する第二脚４と、前記第一脚２の下端から軒側に向かう方向に突出する第一固定片１
と、前記第二脚４の下端から屋根面に沿う方向に突出する第二固定片５とを備えることを
特徴とするものである。このため、第一固定片１と第二固定片５とを屋根下地上に固定す
ることによって棟受け金具を片流れ屋根の棟部に設置することができ、棟受け金具を屋根
に設置するために建物の壁面への固着具等の打ち込みを行なう必要が無くなり、棟受け金
具Ａを片流れ屋根の棟部の施工に用いることができる。
【００１１】
　また、本発明において、前記第一固定片１が、平面視で支持片３より外側に突出する固
定部１３を有することが好ましい。この場合、屋根下地の上に固定部１３を固着具１６等
で固定することによって第一固定片１を屋根下地上に固定する際に、固定部１３が支持片
３によって隠されてしまうことを防ぐことができ、固定部１３への固着具等の打ち込みを
容易にすることができる。
【００１２】
　また、本発明に係る棟受け金具成形用板材は、請求項１又は２に記載の棟受け金具を成
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形するための板材であって、その一端から他端に亘って第一固定片形成部７、第一脚形成
部８、支持片形成部９、第二脚形成部１０および第二固定片形成部１１が形成され、前記
第一固定片形成部７と第一脚形成部８、第一脚形成部８と支持片形成部９、支持片形成部
９と第二脚形成部１０及び第二脚形成部１０と第二固定片形成部１１の間のうち少なくと
もいずれかに折り曲げ位置用目印１２を有することを特徴とするものである。この場合、
折り曲げ位置用目印１２に沿って板材１５を折り曲げることで、板材１５の折り曲げ成形
が容易となり、これにより棟受け金具Ａを容易に成形することができる。
【００１３】
　また、本発明に係る棟受け金具成形用板材は、折り曲げ位置用目印１２が、第一脚形成
部８と支持片形成部９、支持片形成部９と第二脚形成部１０及び第二脚形成部１０と第二
固定片形成部１１の間においてそれぞれ複数設けられており、屋根勾配に応じて折り曲げ
位置用目印１２を選択可能とすることが好ましい。この場合、折り曲げ位置用目印１２を
選択することで板材１５の折り曲げ位置を決定することができるため、支持片３、第一脚
２及び第二脚４のそれぞれを長さ調整可能に形成することができ、屋根の頂部の高さや勾
配に対応した棟受け金具Ａを容易に成形することができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、第一固定片と第二固定片とを屋根下地上に固定することにより、片流
れ屋根に棟受け金具を設置することができ、建物の壁面への固着具等の打ち込みを行なう
必要が無く、片流れ屋根における棟部の施工性を向上させることができるものである。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施の形態の一例を示す棟受け金具及び棟木の斜視図である。
【図２】同上の実施の形態の一例における棟受け金具成形用板材を示すものであり、（ａ
）は平面図、（ｂ）は一部を拡大した概略断面図である。
【図３】同上の実施の形態の一例における片流れ屋根の構造を示す概略断面図である。
【図４】従来技術の一例を示す断面図である。
【図５】従来技術の他例を示す概略断面図である。
【図６】従来技術の更に他例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明を実施するための形態を説明する。
【００１７】
　図１に棟受け金具Ａの一例を示す。棟受け金具Ａは第一固定片１、第一脚２、支持片３
、第二脚４および第二固定片５を備えている。以下、棟受け金具Ａが片流れ屋根の棟部に
設置されている状態を基準にして、棟受け金具Ａの構成を説明する。支持片３は略水平に
配置されると共に、その上面に棟木２４が釘等の固着具１４で固定される平板状のもので
ある。この支持片３の棟側の端縁からは第一脚２が、軒側の端縁からは第二脚４がそれぞ
れ鉛直下方に突出している。ここで、第一脚２および第二脚４の鉛直方向の長さは、支持
片３と屋根下地との間の距離及び屋根下地の傾斜に応じて、第一脚２および第二脚４の下
端が野地板１８と接するような長さに調整される。また、第一脚２の下端からは第一固定
片１が、第二脚４の下端からは第二固定片５がそれぞれ軒側に向かう方向に、屋根下地の
傾斜に沿うような角度で突出している。ここで、第一固定片１および第二固定片５は、釘
等の固着具１６によって屋根下地上に固定されるものである。第一固定片１には固定部１
３が形成されている。前記第一固定片１の固定部１３は、第一固定片１の軒棟方向と直交
する方向の両側の側部にそれぞれ形成され、平面視において各固定部１３は支持片３の外
側にそれぞれ突出するように形成されることが好ましい。この固定部１３には釘等の固着
具１６を打ち込むための固定穴６が形成されている。前記固定部１３を野地板１８上に固
着具１６で固定することによって、第一固定片１を屋根下地上に固定することができる。
また、第二固定片５にも固着具１６を打ち込むための固定穴６が設けられていて、この固
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定穴６に固着具１６を打ち込むことで第二固定片５を屋根下地上に固定することができる
。上記のように第一固定片１および第二固定片５を屋根下地上に固定することにより、棟
受け金具Ａを屋根下地上に固定することができる。
【００１８】
　図３は、上記のようにして成形される棟受け金具Ａを片流れ屋根の棟部施工に用いるこ
とで構成された片流れ屋根の構造の一例を示すものである。この片流れ屋根では、垂木１
７によって野地板１８が支えられていることで、屋根下地が形成されている。また、野地
板１８には屋根材１９が設置されている。このとき、屋根材１９は、野地板１８上の棟側
端部から軒側までの一定幅の領域（設置領域２０）には設置せず、この設置領域２０より
も軒側に設置する。したがって、設置領域２０においては野地板１８が露出している。こ
の設置領域２０において、第一固定片１の棟側の端縁を野地板１８の棟側の端縁に合わせ
、第一固定片１の固定部１３の固定穴６に固着具１６を打ち込むことによって、第一固定
片１を野地板１８上に固定する。また、第二固定片５の固定穴６に固着具１６を打ち込む
ことによって、第二固定片５を野地板１８上に固定する。
【００１９】
　このとき、第一固定片１の固定部１３を平面視において支持片３の外側に突出するよう
に設けていると、固定部１３が支持片３によって隠されてしまうことを防ぐことができ、
固定部１３の固定穴６への固着具１６の打ち込みを容易にすることができる。このように
して棟受け金具Ａを建物の壁面２１に打ち込みを行なうことなく、片流れ屋根に固定する
ことができるものである。尚、本実施例においては、第二固定片５を野地板１８上に固定
する際に、第二固定片５への固着具１６の打ち込みをしやすくするために、第二固定片５
が第二脚４の下端から軒側に向かう方向に突出するようにしてあるが、第二固定片５は第
二脚４の下端から棟側に向かう方向に屋根下地の傾斜に沿うような角度で突出していても
よい。上記のようにして屋根に固定される棟受け金具Ａは、軒棟方向と直交する方向に沿
って、間隔をあけて複数個設置される。
【００２０】
　続いて、各棟受け金具Ａの支持片３の上面上に棟木２４を釘等の固着具１４によって固
定することで、棟木２４を複数の棟受け金具Ａで支持する。このとき、固着具１４は棟木
２４および支持片３の上下を貫通するようにして打ち込まれる。さらに、棟木２４の上方
に棟瓦等の棟包２２を配置し、この棟包２２側から棟木２４側に向けて釘等の固着具２５
を打ち込むことによって、棟木２４に対して棟包２２を固定させる。ここで、上記の棟包
２２としては、例えば換気棟や金属製の棟包を用いることができ、また、屋根材１９とし
て地瓦を用いた場合では前記地瓦と同質の棟瓦を用いることもできる。このようにして、
桟木等を積むことなく容易に片流れ屋根の棟部の施工を行なうことができ、片流れ屋根に
おける棟部の施工性を向上させることができるものである。
【００２１】
　尚、本実施例においては、棟木２４を介して棟包２２を棟受け金具Ａの支持片３で支持
するようにしているが、棟受け金具Ａが長尺の場合には、棟包２２の頂部又は側面から棟
受け金具Ａの支持片３に直接固定具２５を打ち込んで棟包２２を固定することもできる。
【００２２】
　また、上記の実施形態において、棟受け金具Ａを一枚の金属板等の板材１５で成形する
ことが好ましい。この場合、図２に示すように、板材１５に第一固定片形成部７、第一脚
形成部８、支持片形成部９、第二脚形成部１０および第二固定片形成部１１がこの順に前
記板材１５の一端から他端に亘って形成される。ここで板材１５は、前記第一脚形成部８
、支持片形成部９、第二脚形成部１０および第二固定片形成部１１が、これらが配列方向
に長い平面視矩形状に形成され、さらに、第一固定片形成部７に形成された固定部１３が
外側方に突出していて、全体でＴ字型となるような形状になっている。また、前記第一固
定片形成部７と第一脚形成部８、第一脚形成部８と支持片形成部９、支持片形成部９と第
二脚形成部１０および第二脚形成部１０と第二固定片形成部１１との間には折り曲げ位置
用目印１２が設けられている。ここで、第一固定片形成部７と第一脚形成部８との間には
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一つの折り曲げ位置用目印１２が設けられている。また、第一脚形成部８と支持片形成部
９、支持片形成部９と第二脚形成部１０および第二脚形成部１０と第二固定片形成部１１
との間に複数の折り曲げ位置用目印１２がそれぞれ所定の間隔をあけながら平行に設けら
れていることで、板材１５には前記複数の折り曲げ位置用目印１２から構成される折り曲
げ部２３が設けられている。第一脚形成部８と支持片形成部９との間には第一折り曲げ部
２３ａが、支持片形成部９と第二脚形成部１０との間には第二折り曲げ部２３ｂが、第二
脚形成部１０と第二固定片形成部１１との間には第三折り曲げ部２３ｃが設けられている
。前記折り曲げ位置用目印１２は、例えば板材１５に塗料等で、スジ状や破線状のマーキ
ングを施すことで形成することができる。また、図２（ｂ）に示すように、板材１５に溝
加工等を施すことで、折り曲げ位置用目印１２を形成することも好ましい。
【００２３】
　上記のようにして構成される板材１５においては、第一折り曲げ部２３ａのいずれかの
折り曲げ位置用目印１２と、第二折り曲げ部２３ｂのいずれかの折り曲げ位置用目印１２
に沿って、板材１５をそれぞれ下方に直角に折り曲げることによって支持片３を形成する
。このとき支持片３は、第一折り曲げ部２３ａおよび第二折り曲げ部２３ｂのうち上記で
用いた折り曲げ位置用目印１２より支持片形成部９側にある部分と、支持片形成部９とか
ら形成される。このように折り曲げ加工した板材１５において、第一固定片形成部７と第
一脚形成部８の間の折り曲げ位置用目印１２を内側に折り曲げることによって、第一固定
片１および第一脚２を形成する。このとき第一固定片１は第一固定片形成部７から形成さ
れ、第一脚２は第一折り曲げ部２３ａのうち上記で用いた折り曲げ位置用目印１２より第
一脚形成部８側の部分と第一脚形成部８とから形成される。さらに、上記のように折り曲
げ加工した板材１５を、第三折り曲げ部２３ｃのいずれかの折り曲げ位置用目印１２に沿
って外側に折り曲げることによって、第二脚４および第二固定片５を形成する。このとき
第二脚４は、第二折り曲げ部２３ｂおよび第三折り曲げ部２３ｃのうち上記で用いた折り
曲げ位置用目印１２より第二脚形成部１０側の部分と、第二脚形成部１０とから形成され
る。また、第二固定片５は第三折り曲げ部２３ｃのうち上記で用いた折り曲げ位置用目印
１２より第二固定片形成部１１側の部分と第二固定片形成部１１とから形成される。
【００２４】
　このとき、支持片３が略水平に配置され、第一脚２および第二脚４が鉛直方向に配置さ
れるようにする。また、第一脚２および第二脚４の鉛直方向の長さを、支持片３と屋根下
地の野地板１８との間の距離に応じて、第一脚２および第二脚４の下端が野地板１８と接
するような長さに調整する。また、第一固定片形成部７と第一脚形成部８の間および第三
折り曲げ部２３ｃの折り曲げ位置用目印１２における折り曲げの角度を、第一固定片１お
よび第二固定片５が屋根下地の傾斜に沿うような角度に調整する。
【００２５】
　このようにして、板材１５から棟受け金具Ａを成形することができる。
【００２６】
　この場合、第一折り曲げ部２３ａにおいて任意の折り曲げ位置用目印１２を選択するこ
とによって、第一脚２の長さを所望の長さに設定することができる。また、第二折り曲げ
部２３ｂにおいて任意の折り曲げ位置用目印１２を選択することによって、支持片３の長
さを所望の長さに設定することができる。このとき、第三折り曲げ部２３ｃにおける折り
曲げ位置用目印１２を適宜選択することによって第二脚４の長さを調整する。また、第一
固定片形成部７と第一脚形成部８の間および第三折り曲げ部２３ｃの折り曲げ位置用目印
１２における折り曲げ角度を調整することで、屋根下地の傾斜角度に関わらず、第一固定
片１および第二固定片５を屋根下地の傾斜に沿わせることができる。
【００２７】
　また、特に図２（ｂ）に示すように、溝加工により折り曲げ位置用目印１２を形成した
場合、折り曲げ位置用目印１２に沿った板材１５の折り曲げ加工をしやすくすることがで
きる。
【００２８】
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　このように一枚の板材１５を折り曲げ加工して棟受け金具Ａを成形することによって、
支持片３および第一脚２の長さを自在に調整することができるとともに、第二脚４の長さ
を適宜調整しながら棟受け金具Ａを成形することができる。また、屋根下地の傾斜角度に
合わせて棟受け金具Ａを成形することができる。さらに、折り曲げ位置用目印１２を設け
ることによって、正確に板材１５の折り曲げ加工を行なうことができる。したがって、片
流れ屋根の棟部の施工において、屋根の頂部の高さや勾配対応を本発明に係る棟受け金具
Ａのみで行なうことができ、片流れ屋根の棟部の施工性を向上させることができる。
【００２９】
　また、図２における板材１５においては折り曲げ部２３は、第一固定片形成部７と第一
脚形成部８の間、第一脚形成部８と支持片形成部９の間、支持片形成部９と第二脚形成部
１０の間および第二脚形成部１０と第二固定片形成部１１の間のうちの少なくともいずれ
かに適宜設けられる。例えば、第一固定片形成部７と第一脚形成部８との間に複数の折り
曲げ位置用目印１２で構成される折り曲げ部２３を設けてもよい。この場合、第一脚２の
長さ調整を、前記第一固定片形成部７と第一脚形成部８との間の折り曲げ部２３の折り曲
げ位置用目印１２のうち任意のものを選択して折り曲げ加工することによっても行なうこ
とができる。その他、第一固定片形成部７と第一脚形成部８の間、第一脚形成部８と支持
片形成部９の間、支持片形成部９と第二脚形成部１０の間および第二脚形成部１０と第二
固定片形成部１１の間に、適宜一つの折り曲げ位置用目印１２又は、折り曲げ部２３を形
成することができる。
【００３０】
　また、図２における板材１５においては折り曲げ位置用目印１２は、第一固定片形成部
７と第一脚形成部８の間、第一脚形成部８と支持片形成部９の間、支持片形成部９と第二
脚形成部１０の間および第二脚形成部１０と第二固定片形成部１１の間のうち少なくとも
いずれかに適宜設ければよく、この場合、折り曲げ位置用目印１２に沿って板材１５を折
り曲げることで、板材１５の折り曲げ成形が容易となり、これにより、棟受け金具Ａを容
易に成形することができる。
【００３１】
　また、折り曲げ位置用目印１２は無くてもよい。この場合、適宜折り曲げ位置を決定し
て板材１５を折り曲げ加工して棟受け金具Ａを成形することで、支持片３および第一脚２
の長さを自在に調整することができるとともに、第二脚４の長さを適宜調整することがで
きる。
【符号の説明】
【００３２】
　１　第一固定片
　２　第一脚
　３　支持片
　４　第二脚
　５　第二固定片
　７　第一固定片形成部
　８　第一脚形成部
　９　支持片形成部
　１０　第二脚形成部
　１１　第二固定片形成部
　１２　折り曲げ位置用目印
　１３　固定部
　１５　板材
　２４　棟木
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